






山口でございます。わたくしより、全体を総括して、ご説明します。
まずは上期の実績です。

損益は、新興国を中心とした市況の悪化、資材費等の変動による減益影響はありましたが、
円安影響に加えて、好調なアフターセールス、価格対応などの施策が奏功し、
前年に対して増益となりました。

この結果、上期における売上高、及び全ての利益項目において、過去最高となりました。

台数面は、CVでは、新興国向けが市況厳しく減少した一方、
先進国向けは、部品不足の改善により増加しました。
LCVでは、タイ国内向けが市況厳しく大幅に減少した一方、
輸出向けは、先期の部品不足によりバックオーダーが積み上がっていた仕向を中心に
増加しました。

続きまして、24年3月期通期の見通しです。

CV・LCVともに厳しい市況を想定しており、販売台数は、前回公表した見通しから
下方修正しますが、損益は、価格対応、原価低減活動などの順調な進捗に加え、
資材費等の価格が想定ほど上昇していないこと、円安進行などの外部環境の好転もあり、
上方修正します。

営業利益は、前回見通しから200億円の上方修正となる、2,800億円を見込みます。



続きまして、株主還元についてご説明します。

本日、当社のホームページでもお伝えしておりますが、財務状況、キャッシュ・フロー、
収益見通し等を総合的に勘案し、株主還元強化、及び資本効率の向上を目的に、
今期中に500億円を上限とした自己株式の取得を行います。
また、取得した自己株式は、全数を消却する予定です。

配当金については、中期経営計画で掲げた、本中計期間の配当性向平均40%の方針に則り、
前回見通しから6円増配となる通期86円とします。

この結果、総還元性向は、本中計期間の3年間合計で、51.8％となる見通しです。

また、今期のROE目標12.5%については、引き続き、増益により達成を目指してまいります。

最後に、事業再編についてご報告します。

こちらも本日ホームページ上でお知らせしておりますが、当社の連結子会社である
IJTTにおいて、既存事業の更なる深化に加えて、新たな事業領域への展開を企図し、
スパークスグループならびに日本モノづくり未来ファンドとの協業を開始する運びとなりました。

当社との取引関係は継続しつつ、企業価値向上を目指します。今後も、当社にとっての
重要なサプライヤであることは変わりなく、部品調達の取引は継続し、
資金面も支えていくことで、両社ともに発展していくことを目指します。

なお、本再編により、IJTTは、今期中に連結子会社から持分法適用会社に
異動することになります。また、損益影響として、2024年3月頃に、
特別損失▲60億円を見込みます。



続きまして、24年3月期上期実績の全体総括です。

冒頭に申しました通り、販売台数は、CV・LCV共に先期から減少となりました。
損益につきましては、記載の通りです。



続きまして、24年3月期通期の販売台数と損益見通しです。

販売台数は、海外CV及びタイ国内向けLCVを中心に
前回見通しから下方修正しています。

一方、損益につきましては、冒頭に申しました通り、
売上高及び全ての利益項目で上方修正します。

私からは以上です。



続きまして、24年3月期上期実績及び通期見通しにつきまして、
私、山北よりご説明します。



CVグローバル販売台数です。

上期は、先期に対して、国内及び北米向けが、部品不足の改善により増加する一方、
アジア・中南米を中心とした新興国は、金利上昇・インフレ影響により
市況が厳しく、減少しました。



こちらは、CVグローバル販売台数の通期見通しについて、
前回見通しとの比較になります。

国内向けは、販売までのリードタイムが⻑期化している影響から
下方修正しております。

海外向けも、インドネシア、ベトナムといったアジアを中心に、
新興国の金利上昇・インフレによる需要減を反映し、下方修正しています。



国内の全需及びシェアの上期実績です。

全需は、いすゞ・各社共に、生産制約の解消が進み、普通トラック・
小型トラック共に回復しました。

シェアも、生産制約の解消が進んだことで、普通・小型共に増加しました。



LCVグローバル販売台数です。

上期は、先期に対して、タイ国内向けは市況厳しく、大幅減となりましたが、
輸出向けは、先期の部品不足によりバックオーダーが積み上がった仕向を中心に、
増加しました。



続きまして、LCVグローバル販売台数の通期見通しについて、
8月公表値との比較になります。

タイ国内向けは、市況回復が見込めず、前回見通しからもう一段、
下方修正しています。

輸出向けは、需要動向に大きな変化なく、台数を据え置いています。



タイのLCV全需、シェア、及び生産台数の上期実績です。

全需は、市況の悪化により、先期から大幅減となりましたが、
シェアは、高シェアを維持しています。

生産台数は、タイ国内向けの減少が大きく、先期を下回りました。



産業用エンジン、アフターセールスです。

産業用エンジンの出荷基数は、中国建機需要の悪化を受け、
通期見通しを先期並に下方修正しています。

一方、アフターセールスの売上は、国内を中心とした堅調な需要を反映し、
通期見通しを上方修正しています。



続きまして、24年3月期上期の営業利益の増減分析になります。

販売台数は減少しておりますが、仕向・車型構成の改善、好調なアフターセールス、
価格対応、及び原価低減活動が奏功し先期に対し+310億円の増益となりました。

為替実績は上段に記載した通りです。
なお、今回より、為替の内訳にユーロを追加しております。
円安ユーロ高が進んでおり、ユーロ建の仕入におけるマイナスインパクトを
記載しております。



営業利益以下の説明です。

経常利益は、営業利益1,432億円から持分法による投資損益、為替差損益などを
加減し、1,580億円となりました。

当期利益は、経常利益1,580億円から、法人税等、
非支配株主に帰属する当期純利益などを加減し、881億円となりました。
なお、ロシア事業関連損失22億円は、第一四半期に計上しており、
内容に変更はありません。



続きまして、24年3月期通期の営業利益見通しの増減分析です。

前回見通しと比較して、販売台数は減少する見通しですが、
価格対応の積み増し、資材費等が想定ほど上昇していないこと、
及び円安影響により、前回から200億円増益の2,800億円に上方修正します。

なお、為替前提は、記載の通り、見直ししております。



営業利益以下の説明です。

経常利益は、営業利益2,800億円から持分法による投資損益、為替差損益などを
加減し、3,000億円となる見通しです。

当期利益は、経常利益3,000億円から、法人税等、
非支配株主に帰属する当期純利益などに加えて、IJTT事業再編関連の損失60億円、
中国子会社における生産設備の減損損失40億円などを織り込んでいます。

中国子会社の減損損失についてですが、中国経済の低迷により生産能力に
余剰が生じていることから、設備の減損を見込んでおります。
中国事業の撤退は検討しておらず、
今後もパートナーと協力して事業拡大に向け活動してまいります。



続きまして、中期経営計画の進捗状況について、ご説明します。



本中計期間の業績推移になります。

2021年5月の中計発表時から事業環境は大きく変化しております。
大幅に円安が進行する一方、資材費等は高騰、
また、足元では金利上昇・インフレ影響により、
新興国中心に需要が減速しております。

損益につきましては、引き続き価格対応及び合理化活動に取り組み、
中計策定時に掲げた定量目標の達成を目指します。

また、ROEは、現時点で中計目標の12.5%に届いていないものの、
引き続き、増益による達成を目指してまいります。



続きまして、本中計期間の株主還元について、ご説明します。

本中計における基本方針として、成⻑投資資金の確保、
及び財務健全性の維持を目的とする内部留保の充実とのバランスを総合的に勘案の上、
各期の利益をベースに株主還元を実施するとともに、
自己株式取得についても機動的に実施することを掲げています。

本方針に基づき、冒頭に山口から申し上げました通り、
自己株式の取得および増配を実施します。

自己株式取得につきましては、株主還元強化に加えて、資本効率の向上も目的とし、
今期中に500億円を上限に実施し、取得した自己株式は全数消却します。

配当につきましては、本中計期間の方針である「配当性向平均40%」に基づき、
年間配当を80円から86円へ、6円増配します。

この結果、本中計期間3年間累計での総還元性向は、51.8％となる見通しです。



最後に、本中計期間における、販売台数及び財務指標の推移を記載しております。

これをもちまして、いすゞ自動車2024年3月期 第２四半期 決算説明を終了します。
ご清聴いただき、有難うございました。
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